
勤労者福祉の向上

概　　要 勤労者財産形成促進制度の概要

　勤労者財産形成促進制度（財形制度）は、昭和46年に制定された勤労者財産形成促進法（財形法）に基づいて創設され、勤労者の
貯蓄や持家取得といった財産づくりのための努力に対して、国や事業主が支援、協力する制度である。 

勤労者財産形成促進制度の概要 

勤 労 者 財 産 形 成 促 進 制 度

財形貯蓄制度 財形融資制度

財形貯蓄取扱機関

銀行、証券、生保、損保等

独立行政法人雇用･能力開発機構等が財形貯蓄取扱機関より

資金を調達（財形貯蓄総残高の1／ 3が限度）して融資

財形貯蓄制度 財形年金貯蓄制度

契約件数

年齢要件なし 貯蓄開始は55歳未満

財形住宅貯蓄制度 財形持家融資制度 財形教育融資制度

639万件 208万件 101万件

貯蓄残高

10兆5千億円 3兆7千億円 2兆5千億円

勤労者が、賃金からの控除（天引き）により長期間にわたって

定期的に貯蓄

勤労者個人が自ら住宅を建設、購入 

（既存住宅を含む）または改良をする

ために必要な資金について融資

○　融資限度額

財形貯蓄残高の10倍

（最高 4,000万円）

○　貸付金利（5年間固定）

年1.38％

○　償還期間

35年以内

○　貸付件数 ○ 融資残高

152,783件 　 1兆6千億円

勤労者本人またはその親族が大学等

において教育を受けるために必要な

資金を、事業主を通じ、または勤労

者に直接融資

○　融資限度額

財形貯蓄残高の5倍

（最高450万円）

○　貸付金利 (固定)

年1.93％

○　償還期間

10年以内

○　貸付件数 ○ 融資残高

300件 　 2億円

使途を限定しない

貯蓄

利子等については

課税

合わせて550万円(生命保険等の財形年金貯蓄

等は払込みベースで385万円)までの利子等は

非課税。財形年金貯蓄は、退職後も非課税

年金として受給

(満60歳以降)

年金支払方法

定額型・逓増型・

前厚型（介護等

の際は受給額の

増額変更可能）

住宅の取得または増

改築等の費用に充当

金利は平成23年7月1日現在
貯蓄・融資残高は平成23年3月31日現在
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　中小企業退職金共済制度は、独力では退職金制度を設けることが困難な中小企業について、事業主の相互共済の仕組みと国の援助
によって退職金制度を確立し、中小企業の従業員の福祉の増進を図るとともに、中小企業の振興に寄与することを目的としている。 

中小企業退職金共済制度 

独立行政法人 
勤労者退職金共済機構 

従業員 

国 

中小企業 
事業主 

掛金助成 
（新規加入、掛金増額） 

雇用関係 退職金 
＊原則一時金払い 
　一定の要件の下 
　分割払いも可能 
 

掛金：5,000円～30,000円 
 

パートタイム労働者の掛金： 
2,000円～4,000円も可 

掛金 
（損金または必要経費扱い） 

一般の中小企業退職金共済制度の仕組み 

共済契約者
　（事業主）数（件）
被共済者
　（労働者）数（人）
退職金等
　支給件数（件）
退職金等
　支給金額（千円）

367,858

3,136,282

279,815

379,287,970

一般の中小企業
退職金共済制度

182,668

2,868,396

65,090

60,907,548

建設業
各業種に期間を定めて雇用される労働者（期間雇用者）主に常用労働者対象者

2,440

16,209

1,809

450,933

特定業種退職金共済制度
清酒製造業

3,326

40,529

1,894

1,568,366

林　業

（注）共済契約者数及び被共済者数については、平成23年3月末現在の数値である。

加入・支給実績（平成22年度）
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